
利用上の注意

１　日本標準産業分類（平成１４年３月改正）により、平成１３年の民営事業所総数から
　「個人経営」のもやし製造業は除外した。
２　新設の分類項目については、組み替えのできなかったものがあり、この場合、その
　分類項目を「・・・」で表した。
３　実数について該当しないものは「－」で表した。
４　平成１３年１０月２日以降に市町村を単位とする配置分合等があった場合、平成１３
　年の市町村別の数値については、平成１８年１０月１日現在の境域に組み替えて表
　章した。
５　平成１３年と比較の廃業事業所の従業者数は平成１３年１０月１日現在のものであ
　る。
　　平成１６年と比較の廃業事業所の従業者数は平成１６年６月１日現在のものであ
　る。
６　＊が付された産業分類項目名は、短縮したものである。正式な産業分類項目名は
　「産業分類一覧」を参照されたい。
７　平成１３年と比較の存続事業所の平成１８年、１３年の数値は共に「１３年から１８年
　に存続している事業所」で１８年は１８年調査時の状況、１３年は１３年調査時の状況
　を表している。
　　平成１６年と比較の存続事業所の平成１８年、１６年の数値は共に「１６年から１８年
　に存続している事業所」で１８年は１８年調査時の状況、１６年は１６年調査時の状況
　を表している。


